
政策の内容

生活満足度に関する指標（個別指標）

現状・課題

政策コストの状況（千円）

※「①事業活動（アクティビティ）」の予算・決算の合計

人工

政策

2025年度

優良農地の確保と農業生産力の向上

18,576

分野

01

2028年度 2029年度

正規職員 22.0

16,703

2028年度 2029年度

指標名 質問文
基準値

2024年度
2025
年度

2026
年度

遊休農地解消については、草が繁茂している農地の所有者に適正な管理を促している。
【課題】未相続農地や所有者が遠方に居住しているなどにより、適正な管理が進まない。
農業者年金の新規加入推進については、若い担い手を中心に戸別訪問や個別相談会の開催を実施するなど、農
協と協力して加入推進に取り組んでいる。
【課題】新規加入者の伸び悩み。
担い手への農地集積については地域計画の地域の話合いなどを基に、地域における農地の有効利用の意識を高
めることで、農地中間管理事業と連携し担い手への農地集積を図っている。
【課題】農地銀行に登録される農地には、貸し借りにつながりにくい条件の農地が多く含まれていること。

予算

2025年度 2026年度 2027年度

2025年度 2026年度 2027年度

会計年度任用職員 0.0

決算

政策シート

※総合計画基本計画に係る市民意識調査（アンケート）の結果

2027
年度

2028
年度

2029
年度

- -

（管理番号）

99 99 99 99

基本政策 政策

担当課名

農業委員会事務局

農業生産力の向上及び農業経営の合理化の推進により、安定した農業経営環境を維持し、農業の健全な発展に寄
与するための農業委員会活動を展開します。

暫定再任用職員（31時間勤務） 1.0

暫定再任用職員（26時間勤務） 0.0
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①事業活動（アクティビティ）

※予算・決算は各事業に係る経費を計上

347

878

3,4551　西遠地区における農業の共通の課題について研修活動を実施し、農業委員の資質の向上に大
きく寄与する西部農業委員会協議会に対し、負担金を拠出する。
2　農業委員会等に関する法律に基づき設置された農業委員会系統組織で、農地法に基づく諮問
案件の処理など、農業委員会事業の円滑な推進のために欠かせない役割を担う一般社団法人静
岡県農業会議に対して、市町会費を支出する。

農地台帳補完調
査事業

農地利用最適化
推進事業

広域農業委員会
行政推進事業
（負担金）

農業者年金受託
事務事業

893

3,087

農地の利用状況調査、農地利用意向調査を行い遊休農地の把握と適正管理を促す。農地中間管
理機構との連携や農地銀行事業により有効利用農地を担い手へつなげていく一方で、再生不可能
な農地は非農地化を検討し、農地利用の最適化を推進する。

独立行政法人農業者年金基金と締結した業務受託契約に基づき、農業者年金に関する受託業務
を行うことにより、農業者の老後の生活の安定と担い手の確保を図る。

9,437

2,937

2,289

10,714

事業名 事業内容
2025年度

決算
（千円）

国有農地・開拓
財産管理事務事
業

県の事務取扱交付金交付要綱により、交付金を受けて、旧農地法の規定による国有農地及び開
拓財産の管理に関する事務を行う。

230

241

農業委員会事業

771

2025年度
予算

（千円）

農業委員会等に関する法律に基づく所掌事務(総会開催等）を実施する。

農地法に基づき農業委員会が整備する農地台帳について、補完調査を行い最新の情報に更新す
る。
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②活動（アウトプット）指標

※達成率は該当年度の目標値に対する実績値から算出する。

③短期成果（アウトカム）指標

※達成率は該当年度の目標値に対する実績値から算出する。

実績値 9

2027
年度

2028
年度

2029
年度

17

実績値

達成率

目標値

実績値

実績値

指標名 指標の定義 設定理由

達成率 -

目標値 -

目標値

目標値 9 9

2028
年度

2027
年度

2026
年度

2025
年度

農地銀行成立面
積
（ha）

遊休農地と担い手を結
びつける農地銀行事業
の成立面積

貸出・売却意向の農地を募集
し、農地銀行HPなどを通じて借
受・買受希望者に情報提供する
ことにより遊休農地をマッチング
することで、農地利用の最適化
の推進を見込んでいる。

2029
年度

農業委員等の最
適化活動日数
（日／月）

農業委員及び農地利用
最適化推進委員が最適
化活動を行う日数／月

農業委員及び農地利用最適化
推進委員の活動が、農業委員
会の必須業務である農地等の
利用の最適化の推進につなが
ることを見込んでいる。

達成率 - 100%

-

-

99 9

17

目標値 -

実績値

達成率 - 142%

24.1

2024
年度

2025
年度

2026
年度

達成率 -

17 17 17

2024
年度

指標名 指標の定義 設定理由

-

8

-

24.3
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④長期成果（アウトカム）指標

※達成率は2034年度の目標値に対する実績値から算出する。

⑤目的：10年後(2034年)の理想の姿

指標の定義
2027
年度

2028
年度

2029
年度

目標値
2034
年度

指標名
基本計画

指標

多様な担い手による持続可能な農林水産業構造の実現と、活力ある農山漁村振興が図られている。

2026
年度

○
市内の1農家当たり農業産
出額
（千円）

浜松市農業産出額／浜松
市農家数

実績値

達成率

実績値

達成率

実績値

達成率

2024
年度

2025
年度

2026年
8月確
定

72%

3,091
(2022
年度)

4,300
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「①事業活動（アクティビティ）」の実施内容と事業改善（2026年度記載）

「②活動（アウトプット）指標」の見直しの要否（2026年度記載）

農地利用最適化
推進事業

国有農地・開拓
財産管理事務事
業

農地台帳補完調
査事業

農地法に基づき農業委員会が整備
する農地台帳について、16，599件
の補完調査を実施し、耕作状況等
を反映し最新化した。今後は調査書
の回収率向上とデータの精度向上
を図っていく。

農地利用意向調査から農地銀行事
業への結びつけまで一連の施策に
努めた。今後は、地区調査会での
地域実情の詳細把握と、推進委員
研修会でのスキル向上を通じて、よ
り効果的な担い手確保と農地流動
化を推進する。

広域農業委員会
行政推進事業
（負担金）

農業委員会等に関する法律に基づく所掌事務（総会開催等）を実施し
た。
（年間12回実施）

農地法に基づき農業委員会が整備する農地台帳について、補完調査を
行い最新の情報に更新した。
（16，599戸発送）

引続き要綱に基づいて適正事務を
遂行していく。

県西部地域における農業の共通す
る課題について、先進地の視察研
修と講演会形式の研修会を実施す
るなど調査研究や研修活動を協働
して実施することにより、問題意識
の共有が図られ、それぞれの農業
委員会活動に生かされた。

指標見直しの要否 否

事業改善の内容や今後の方向性

農業委員会等に関する法律に基づ
く所掌事務を実施した。今後は、委
員会の透明性と説明責任をさらに
強化する。

事業名

農業委員会事業

県の事務取扱交付金交付要綱により、交付金を受けて、旧農地法の規
定による国有農地及び開拓財産の管理に関する事務を行った。

農業委員会系統組織活動に対する参加、研修会の開催、各種農産物品
評会の入賞者に対する会長賞の授与による優良農産物の生産奨励等
の活動を行う西部農業委員会協議会に対して会費を拠出した。また浜松
市農業委員会事務局が当協議会の事務局として協議会活動の中心的
な役割を担った。また、先進地の視察研修及び講師を招いた講演会形式
の研修会を実施した。
（視察１回、研修会1回）

実施内容

農地利用意向調査、農地の利用状況の把握、遊休農地の解消に努め、
耕作ができなくなった農地については農地銀行事業の活用により新たな
耕作者に結びつけるなど、担い手への農地集積に努めた。
（登録面積378ha、成立面積24ha、成立比率6.4％）

農業者年金受託
事務事業

農業者の老後の生活の安定及び福祉の向上を図るとともに、農業者の
確保に資することを目的とした政策年金である農業者年金事業につい
て、独立行政法人農業者年金基金より委託を受け、年金加入者への相
談業務、経営移譲の指導を行うとともに、加入推進事業を行った。
（加入状況141人、受給状況700人）

引き続き加入推進部長と協力し、農
業者年金制度の周知とともに、新規
就農者や加入に前向きな者の掘り
起しと戸別訪問や個別相談会を
行っていく。

【2025年度の評価】
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「③短期成果（アウトカム）指標」の見直しの要否（2026年度記載）

2025年度の政策の評価と2026年度以降の取組の方向性（2026年度記載）
農地最適化推進事業ついて、事業及び指標の進捗は順調であった。引き続き推進委員を中心として農地の利用状況調査など
遊休農地の発生防止及び解消に向けた調査を実施するとともに、農地銀行事業により農地の有効利用を図り担い手につなげ
る。また、草刈要請のあった農地の現地調査及び通知による指導を行い、農地の適正な管理を促す。

指標見直しの要否 否
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